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(57)【要約】
　上記内視鏡処置具は、第一腕部および第二腕部を有す
るクリップ本体と、前記クリップ本体が基端側に移動す
るにしたがって前記第一腕部と前記第二腕部とを接近さ
せる押さえ管と、係止部と、被係止部と、を備えるクリ
ップユニットと、前記クリップユニットに連結された線
状部材と、前記線状部材が進退可能に挿通されるシース
部と、前記線状部材の基端部に接続された破断機構と、
を備える。前記破断機構は、第一支持部材と、第二支持
部材と、前記第一支持部材と前記第二支持部材とに接続
され、前記線状部材の軸線方向に引っ張る力に対する引
張強度が、前記第一支持部材および前記第二支持部材よ
りも低い破断予定部材と、を有し、前記破断予定部材を
破断させるのに必要な力は、前記押さえ管に収容された
前記クリップ本体を、前記被係止部が前記係止部を超え
て前記係止部の基端側に位置するように移動させるのに
必要な力よりも高く設定されている。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
第一腕部および第二腕部を有するクリップ本体と、前記クリップ本体を収容可能な筒状に
形成され、前記クリップ本体が基端側に移動するにしたがって前記第一腕部の先端部と前
記第二腕部の先端部とを接近させる押さえ管と、前記押さえ管の基端部の内周面から突出
した係止部と、前記クリップ本体から突出する被係止部と、を備えるクリップユニットと
、
　前記クリップユニットに連結され、進退により前記クリップ本体を操作するための線状
部材と、
　前記線状部材が進退可能に挿通されるシース部と、
　前記線状部材の基端部に接続された破断機構と、
を備え、
　前記破断機構は、
　　前記線状部材に接続された第一支持部材と、
　　前記第一支持部材の基端側に配された第二支持部材と、
　　前記第一支持部材と前記第二支持部材とに接続され、前記線状部材の軸線方向に引っ
張る力に対する引張強度が、前記第一支持部材および前記第二支持部材よりも低い破断予
定部材と、を有し、
　前記破断予定部材を破断させるのに必要な力は、前記押さえ管に収容された前記クリッ
プ本体を、前記被係止部が前記係止部を超えて前記係止部の基端側に位置するように移動
させるのに必要な力よりも高く設定されている内視鏡処置具。
【請求項２】
請求項１に記載の内視鏡処置具であって、
　前記シース部の基端には、前記破断機構を内蔵する操作部が接続され、
　前記操作部には、前記線状部材を進退操作するためのスライダが設けられ、
　前記第二支持部材は、前記スライダに接続され、
　前記破断予定部は、前記被係止部が前記係止部の基端側に位置するまで前記クリップ本
体を移動させた後も前記スライダを引き続け、前記スライダの操作力量が所定以上に達す
ることで破断される。
【請求項３】
請求項２に記載の内視鏡処置具であって、
　前記クリップユニットは、前記被係止部が前記係止部を超えて基端側に位置するまで前
記クリップ本体が移動することで、前記第一腕部と前記第二腕部とが閉じた状態で固定さ
れ、
　前記破断機構は、前記破断予定部材の破断によって、前記クリップユニットが閉状態で
固定されたことを術者に識別可能に構成される。
【請求項４】
請求項３に記載の内視鏡処置具であって、
　前記破断予定部材は板状に形成され、前記第一支持部材に接続される第一端部および前
記第二支持部材に接続される第二端部よりも中央破断部の幅が狭く、
　前記引張強度は、前記第一端部および前記第二端部よりも前記中央破断部の方が低い。
【請求項５】
請求項４に記載の内視鏡処置具であって、
　前記破断機構は、前記第一支持部材と前記第二支持部材とに接続される弾性部材を有し
、
　前記破断予定部材の破断後は、前記弾性部材により前記第一支持部材と前記第二支持部
材との連結状態が維持される。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、体内に挿入して組織を結紮するために用いられる内視鏡処置具に関する。本
願は、２０１３年５月７日に、米国に仮出願された米国仮出願６１／８２０，２２５号に
基づき優先権を主張し、その内容をここに援用する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、組織に形成された開口や血管を結紮するためにクリップユニットを有する結紮装
置である内視鏡処置具が用いられている。このような内視鏡処置具として、例えば特許文
献１に記載されたものが知られている。
　特許文献１に記載の内視鏡処置具は、クリップユニットと、クリップユニットを体内に
導入するための内視鏡用結紮装置とを有している。クリップユニットは、爪と、押さえ管
と、連結板とで構成されている。爪は途中部分をα字形状に屈曲し、その両端部を爪状に
形成した部分である。爪の腕部は、解放された自然な状態ではそれ自身の弾性復元力で小
さく開くように構成されている。
　連結板は、手元側端部に孔を設け、先端側端部にフック部を形成している。フック部は
押さえ管内で爪の基端側ループ部分に引っかけられて取付けられている。このとき、爪の
α部は押さえ管内に深く引き込まれておらず、爪の腕部が小さく開くことが可能である。
【０００３】
　内視鏡用結紮装置は、導入管と、操作ワイヤ（線状部材）と、操作部本体と、スライダ
とを備えている。コイルシースは、導入管内に進退自在に挿入されている。操作ワイヤは
、コイルシース内に進退自在に挿入されている。操作部本体はコイルシースの基端に取付
けられている。スライダは、操作ワイヤの基端にパイプを介して取付けられ、操作部本体
と摺動自在に構成されている。前述のクリップユニットは、操作ワイヤの先端に取付けら
れる。
　操作ワイヤは、連結板の孔内に通して中途部が折返される。中途部が折返されることに
より２本になった操作ワイヤの両側の部分は、平行な状態でコイルシース内に進退自在に
挿入される。操作ワイヤの両側基端部には、スライダが固定されている。操作ワイヤの両
側基端部には、パイプが嵌合されている。
【０００４】
　以上のように構成された特許文献１の内視鏡処置具は、以下のように使用される。
　クリップユニットを導入管内に収納された状態のままにしておく。このようにした内視
鏡用結紮装置の導入管を、予め体腔内に挿入してあった内視鏡のチャンネルに挿入する。
導入管の先端が体腔内に突出した後で、導入管を手元側に引き、導入管の先端からクリッ
プユニットを突き出させる。
　スライダを軽い力で手元側に引くことにより、爪のα部を押さえ管内に引込み、爪をよ
り大きく開脚させる。この状態で、内視鏡に対して導入管を押込み、体腔内の目的の出血
部位などに、開脚した爪を押し付ける。
　この状態で、スライダを強く手元側に引くと、腕部の基端部分が押さえ管に引込まれ、
爪が閉じ、出血部位の組織を把持する。さらに強くスライダを引くと、連結板のフック部
が伸び、クリップユニットが組織を把持した状態のまま、クリップユニットが内視鏡用結
紮装置から分離されて留置される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】日本国特開２０１０－２２１０５９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１に記載された内視鏡処置具では、腕部の基端部分を押さえ管に引込んで組織
を把持するきにはスライダを強く手元側に引く。クリップユニットを内視鏡用結紮装から
分離するときには、さらに強くスライダを引く。このため、使用者がスライダを引く力を
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強めていく中で、クリップユニットで組織が把持されているか否かが使用者に分かりにく
い。
【０００７】
　本発明は、このような課題に鑑みてなされたものであって、クリップによる対象組織の
把持状態を操作者が容易に認識することができる内視鏡処置具を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の第一の態様に係る内視鏡処置具は、第一腕部および第二腕部を有するクリップ
本体と、前記クリップ本体を収容可能な筒状に形成され、前記クリップ本体が基端側に移
動するにしたがって前記第一腕部の先端部と前記第二腕部の先端部とを接近させる押さえ
管と、前記押さえ管の基端部の内周面から突出した係止部と、前記クリップ本体から突出
する被係止部と、を備えるクリップユニットと、前記クリップユニットに連結され、進退
により前記クリップ本体を操作するための線状部材と、前記線状部材が進退可能に挿通さ
れるシース部と、前記線状部材の基端部に接続された破断機構と、を備える。前記破断機
構は、前記線状部材に接続された第一支持部材と、前記第一支持部材の基端側に配された
第二支持部材と、前記第一支持部材と前記第二支持部材とに接続され、前記線状部材の軸
線方向に引っ張る力に対する引張強度が、前記第一支持部材および前記第二支持部材より
も低い破断予定部材と、を有する。前記破断予定部材を破断させるのに必要な力は、前記
押さえ管に収容された前記クリップ本体を、前記被係止部が前記係止部を超えて前記係止
部の基端側に位置するように移動させるのに必要な力よりも高く設定されている。
【０００９】
　本発明の第二の態様によれば、第一の態様に係る内視鏡処置具において、前記シース部
の基端には、前記破断機構を内蔵する操作部が接続され、前記操作部には、前記線状部材
を進退操作するためのスライダが設けられ、前記第二支持部材は、前記スライダに接続さ
れ、前記破断予定部は、前記被係止部が前記係止部の基端側に位置するまで前記クリップ
本体を移動させた後も前記スライダを引き続け、前記スライダの操作力量が所定以上に達
することで破断されてもよい。
【００１０】
　本発明の第三の態様によれば、第二の態様に係る内視鏡処置具において、前記クリップ
ユニットは、前記被係止部が前記係止部を超えて基端側に位置するまで前記クリップ本体
が移動することで、前記第一腕部と前記第二腕部とが閉じた状態で固定され、前記破断機
構は、前記破断予定部材の破断によって、前記クリップユニットが閉状態で固定されたこ
とを術者に識別可能に構成されてもよい。
【００１１】
　本発明の第四の態様によれば、第三の態様に係る内視鏡処置具において、前記破断予定
部材は板状に形成され、前記第一支持部材に接続される第一端部および前記第二支持部材
に接続される第二端部よりも中央破断部の幅が狭く、前記引張強度は、前記第一端部およ
び前記第二端部よりも前記中央破断部の方が低くてもよい。
【００１２】
　本発明の第五の態様によれば、第四の態様に係る内視鏡処置具において、前記破断機構
は、前記第一支持部材と前記第二支持部材とに接続される弾性部材を有し、前記破断予定
部材の破断後は、前記弾性部材により前記第一支持部材と前記第二支持部材との連結状態
が維持されてもよい。
【発明の効果】
【００１３】
　上記内視鏡処置具によれば、クリップによる対象組織の把持状態を操作者が容易に認識
することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
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【図１】本発明の一実施形態に係る内視鏡処置具の側面の一部を破断して模式的に示した
断面図である。
【図２】図１の内視鏡処置具の先端部を模式的に示した平面の断面図である。
【図３】図１のクリップユニットの側面の断面図である。
【図４】図１の内視鏡処置具の基端部の側面の断面図である。
【図５】図１の内視鏡処置具の基端部の平面の断面図である。
【図６】図３中の切断線Ａ１－Ａ１で破断した模式的な斜視図である。
【図７】図１のクリップユニットを基端側から見た状態を模式的に示す図である。
【図８】図４中の切断線Ａ２－Ａ２で破断した図である。
【図９】図１の内視鏡処置具の破断機構を模式的に示した平面の断面図である。
【図１０】図９中の切断線Ａ３－Ａ３で破断した図である。
【図１１】図１の内視鏡処置具を用いた手技を説明する模式図である。
【図１２】図１の内視鏡処置具におけるスライダを引戻す移動量に対するスライダを引戻
す為に必要な力量を表す模式図である。
【図１３】図１のクリップユニットが接触状態のときの同内視鏡処置具を模式的に示した
側面の断面図である。
【図１４】図１のクリップユニットが接触状態のときの同内視鏡処置具を模式的に示した
平面の断面図である。
【図１５】図１のクリップユニットが乗越え状態のときの同内視鏡処置具を模式的に示し
た側面の断面図である。
【図１６】図１のクリップユニットが乗越え状態のときの同内視鏡処置具を模式的に示し
た平面の断面図である。
【図１７】図１のクリップユニットが乗越え状態のときを基端側から見た模式図である。
【図１８】図１のクリップユニットが係止状態のときの同内視鏡処置具を模式的に示した
側面の断面図である。
【図１９】図１のクリップユニットが係止状態のときの同内視鏡処置具を模式的に示した
平面の断面図である。
【図２０】図１のクリップユニットが係止状態のときを基端側から見た模式図である。
【図２１】図１の内視鏡処置具を用いた手技において、破断した状態の破断機構を模式的
に示した平面の断面図である。
【図２２】図２１中の切断線Ａ４－Ａ４で破断した図である。
【図２３】図１の内視鏡処置具を用いた手技を説明する模式図である。
【図２４】図１の内視鏡処置具を用いた手技を説明する模式図である。
【図２５】図１の内視鏡処置具を用いた手技を説明する模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、本発明に係る内視鏡処置具の一実施形態を、図１から図２５を参照しながら説明
する。なお、以下の全ての図面においては、図面を見やすくするため、各構成要素の厚さ
や寸法の比率は適宜異ならせてある。
　図１および図２に示すように、結紮装置である本内視鏡処置具１は、クリップユニット
（以下、「クリップ」とも略称する。）１０と、処置具本体４０とを備えている。処置具
本体４０は、先端部にクリップ１０が着脱可能である。なお、図１および図２は、後述す
る押さえ管３１の軸線Ｃ１を通る平面による断面図である。
　図３は、内視鏡処置具１のクリップ１０の側面の断面図である。図４は、内視鏡処置具
１の基端部の側面の断面図である。図５は、内視鏡処置具１の基端部の平面の断面図であ
る。以下では、構成および作用の説明は模式図を用いて行い、要部を説明する場合に詳細
図を用いる。
【００１６】
（構成：クリップ１０の腕部１２、１３）
　クリップ１０は、図１および図２に示すように、クリップ本体１１と、押さえ管３１と
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、つる巻きバネ（弾性部材）３６とを備えている。押さえ管３１は、円筒状に形成されク
リップ本体１１の基端部を収容する。つる巻きバネ３６は、押さえ管３１内に収容されて
いる。クリップ本体１１を含め、クリップ１０を構成するこれらの部材は、コバルトクロ
ム合金やチタン、ステンレス鋼などの材料から形成されている。クリップ１０は、ＭＲＩ
（核磁気共鳴画像法）透視下での観察も可能に構成されている。
【００１７】
　クリップ本体１１は、第一腕部１２と、第二腕部１３と、中央部１４とを有している。
第一腕部１２及び第二腕部１３は、基端側から先端側に向けて延びるとともに互いに対向
するように並べて配置されている。中央部１４は、第一腕部１２の基端部と第二腕部１３
の基端部との間に位置する。
　第一腕部１２および第二腕部１３は、自然状態において基端側から先端側に向かうにし
たがって互いに離間するように形成されている。第一腕部１２の先端部には、第二腕部１
３側に向かって延びる爪１２ａが形成されている。
　第一腕部１２および第二腕部１３は、先端側における長手方向に直交する断面形状が、
図６に示すように円弧状になるように丸みをもった形状に形成されている。より詳しくは
、腕部１２、１３の外面における後述する直交方向Ｚの中央部が、外側に向かって凸とな
る曲面状に形成されている。
　これにより第一腕部１２および第二腕部１３は、曲げに対する強度が向上するとともに
、後述する外套管５０に対する摩擦抵抗を減少し、進退動作をスムーズに行うことができ
る。
【００１８】
（構成：クリップ１０の第一被係止部１６、１７）
　ここで、図１に示すように第一腕部１２および第二腕部１３が対向する対向方向Ｘ、押
さえ管３１の軸線Ｃ１に平行な軸線方向Ｙ、そして対向方向Ｘおよび軸線方向Ｙにそれぞ
れ直交する直交方向Ｚを規定する。図２に示すように、第一腕部１２の基端部には、二つ
の第一被係止部１６、１７が設けられている。第一被係止部１６、１７は、押さえ管３１
の軸線（中心軸線）Ｃ１に平行な基準面Ｓ１上を、第一腕部１２の側面から直交方向Ｚに
突出して設けられている。第一被係止部１６、１７は、互いに逆となる向きに突出してい
る。
　図２は、基準面Ｓ１に直交する方向に見た図である。図２に示す平面視において、第一
被係止部１６と第一被係止部１７とは、軸線Ｃ１に対して線対称となるように形成されて
いる。
　図２に示すように、第一被係止部１６の基端面１６ａは、先端側に向かうにしたがって
第一腕部１２（中心軸線Ｃ１）から離間するように傾斜している。第一被係止部１６の先
端面１６ｂは、軸線方向Ｙに直交している。第一被係止部１７の基端面１７ａ、先端面１
７ｂは、第一被係止部１６の基端面１６ａ、先端面１６ｂと軸線Ｃ１に対して線対称とな
るようにそれぞれ形成されている。
【００１９】
（構成：クリップ１０の突部１８、１９）
　図１および図２に示すように、第一腕部１２における第一被係止部１６、１７よりも先
端側には、二つの突部１８、１９が設けられている。突部１８、１９は、第一腕部１２の
側面から直交方向Ｚに突出している。突部１８と突部１９とは、平面視において軸線Ｃ１
に対して線対称となるように形成されている。突部１８、１９が第一腕部１２から直交方
向Ｚに突出する長さは、第一被係止部１６、１７が第一腕部１２から突出する長さよりも
長い。
【００２０】
（構成：クリップ１０の腕部１３）
　第二腕部１３の先端部には、図１に示すように、第一腕部１２側に向かって延びる爪１
３ａが形成されている。
　第二腕部１３には、第一腕部１２の第一被係止部１６、１７、突部１８、１９と同様に
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形成された第二被係止部２１、２２、突部２３、２４が設けられている（第二被係止部２
２は図７参照。突部２４は不図示。）。すなわち、第二被係止部２１、２２は、第二腕部
１３の側面から第一腕部１２に対して離間する方向である直交方向Ｚに突出している。突
部２３、２４は、第二腕部１３における第二被係止部２１、２２よりも先端側に、第二腕
部１３の側面から直交方向Ｚに突出するように設けられている。第二被係止部２１、２２
、並びに突部２３、２４と、第一被係止部１６、１７、並びに突部１８、１９とは、対向
方向Ｘにそれぞれ並べて配置されている。すなわち、図２に示す平面視において、第二被
係止部２１、２２は、第一被係止部１６、１７に重なり、突部２３、２４は突部１８、１
９に重なる。
【００２１】
　図１に示す側面視において、第一腕部１２と第二腕部１３とは、軸線Ｃ１に対して線対
称となる位置に形成されている。
　クリップ本体１１は、コバルトクロム合金などで形成された板材を、腕部１２、１３、
中央部１４、第一被係止部１６、１７、第二被係止部２１、２２、突部１８、１９、２３
、２４を平面状に展開した形状に打抜く。そしてこの打抜いた部材を、第一腕部１２と中
央部１４との接続部、および第二腕部１３と中央部１４との接続部で折り曲げて、側面視
でＣ字状となるように一体に形成される。
【００２２】
（構成：クリップ１０の係止部３２）
　図２および図７に示すように、押さえ管３１の基端部の内周面には、全周にわたり係止
部３２が突出している。図７に示す軸線方向Ｙに見たときに、係止部３２における軸線Ｃ
１側の縁部３２ａは、押さえ管３１と同軸の円形状に形成されている。図２に示すように
、係止部３２の基端面３２ｂ（基端側端面）および先端面３２ｃ（先端側端面）は、軸線
方向Ｙに直交している。
　係止部３２内には、第一腕部１２における突部１８、１９よりも基端側の部分、第二腕
部１３における突部２３、２４よりも基端側の部分、および中央部１４が挿通可能である
。図７に示すように、直交方向Ｚにおける第一被係止部１６の端から第一被係止部１７の
端までの長さＬ１は、係止部３２の内径よりも小さい。また後述する初期状態において、
軸線方向Ｙから見て第一被係止部１６、１７それぞれの一部が係止部３２と重なるように
設定されている。すなわち、図７に示す状態において、縁部３２ａは位置Ｐ１、Ｐ２にお
いて第一被係止部１６、１７と相対する縁部３２ａの直交方向Ｚにおける高さ（図７にお
ける位置Ｐ１と位置Ｐ２を結ぶ線分の長さ）よりも、第一被係止部１６、１７の長さＬ１
が長くなるように設定されている。
　図２に示すように、押さえ管３１の内周面の先端部には、テーパー面３１ａが全周にわ
たり形成されている。テーパー面３１ａは、先端側に向かうにしたがって拡径している。
　押さえ管３１および係止部３２は、６４チタン合金（Ｔｉ－６ＡＬ－４Ｖ）、コバルト
クロム合金などの材料で一体に形成されている。
【００２３】
（構成：クリップ１０のつる巻きバネ３６）
　図３に示すように、つる巻きバネ３６の先端部には、座巻き部３６ｂが設けられている
。座巻き部３６ｂは、つる巻きバネ３６の他の部分よりも内径が小さく形成されている。
　つる巻きバネ３６は、押さえ管３１内に収容された状態で、先端部が突部１８、１９、
２３、２４に係止されるとともに基端部が係止部３２に係止されている。つる巻きバネ３
６の基端部と係止部３２とは、溶着などにより固定してもよい。
　つる巻きバネ３６内には、第一腕部１２における突部１８、１９よりも基端側の部分、
第二腕部１３における突部２３、２４よりも基端側の部分、および中央部１４が挿通可能
である。突部１８、１９、２３、２４が基端側に移動したときには、突部１８、１９、２
３、２４は、つる巻きバネ３６の座巻き部３６ｂに係止される。なお、つる巻きバネ３６
が座巻き部３６ｂを備えない場合でも、つる巻きバネ３６の先端にワッシャなどの別部材
を取付けることで同様の効果が得られる。
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【００２４】
　図１および図２に示すクリップ１０の初期状態では、第一腕部１２の基端部、第二腕部
１３の基端部、および中央部１４は、押さえ管３１内における係止部３２よりも先端側に
収容されている。押さえ管３１の係止部３２に第一被係止部１６、１７、第二被係止部２
１、２２は接触していない。つる巻きバネ３６の軸線方向Ｙに隣り合う素線３６ａは互い
に離間していて、つる巻きバネ３６は自然状態よりもわずかに軸線方向Ｙに圧縮されてい
る。クリップ本体１１の第一腕部１２の先端部と第二腕部１３の先端部とは、比較的離間
した開状態にある。
【００２５】
（構成：クリップ１０のクリップ本体１１と押さえ管３１との関係）
　上述のように構成されたクリップ１０は、初期状態では第一腕部１２と第二腕部１３と
が対向方向Ｘに離間している。このため、図７に示すように第一被係止部１６を基端側に
投影すると、第一被係止部１６は係止部３２の縁部３２ａにおける位置Ｐ１の部分に重な
る。すなわち、初期状態の押さえ管３１に対する第一腕部１２の対向方向Ｘおよび直交方
向Ｚの位置を維持した状態で、押さえ管３１に対して第一腕部１２を基端側に移動させる
と、縁部３２ａにおける位置Ｐ１の部分に第一被係止部１６が接触する。縁部３２ａの位
置Ｐ１の部分と第一被係止部１６とは点接触する。
【００２６】
　同様に、押さえ管３１に対して第一腕部１２を基端側に移動させると、縁部３２ａにお
ける位置Ｐ２の部分に第一被係止部１７が接触する。縁部３２ａの位置Ｐ２の部分と第一
被係止部１７とは点接触する。なお、縁部３２ａにおける位置Ｐ１の部分に接触するのは
第一被係止部１６の基端面１６ａである。位置Ｐ２の部分に接触するのは第一被係止部１
７の基端面１７ａである。
　位置Ｐ１、Ｐ２に対応する縁部３２ａの直交方向Ｚの位置を、図２に位置Ｑ１、Ｑ２と
して示す。
　第一腕部１２と一体に形成されている第二腕部１３を押さえ管３１に対して基端側に移
動させた場合には、第一腕部１２の第一被係止部１６、１７と同様に、押さえ管３１の係
止部３２に第二被係止部２１、２２が接触する。
【００２７】
（構成：処置具本体４０）
　続いて、処置具本体４０の構成の説明を行う。
　図１および図２に示すように、処置具本体４０は、外套管５０と、外套管５０内に進退
可能に挿通された挿入部６０と、挿入部６０の基端部に取付けられた操作部１００とを有
している。
　外套管５０は、例えばＰＴＦＥ（ポリテトラフルオロエチレン）といったフッ素樹脂や
、ＨＤＰＥ（高密度ポリエチレン）等の樹脂材料で形成することができる。
【００２８】
（構成：処置具本体４０のシース部６１）
　挿入部６０は、シース部６１と、操作ワイヤ６２と、連結部材６３とを備えている。操
作ワイヤ６２は、シース部６１内に進退可能に挿通されている。連結部材６３は、操作ワ
イヤ６２の先端部に接続されている。連結部材６３は、操作ワイヤ６２に対して対向方向
Ｘに平行な軸を中心として回動可能に設けられている。
　シース部６１は、コイルシース６６と、コイルシース６６の先端部に固定された先端部
材（ストッパ部）６７とを有している。コイルシース６６は、耐圧縮強度の高いＳＵＳ３
０１などのステンレス鋼から形成される。
　コイルシース６６は、不図示の素線を軸線方向Ｙに密巻きに巻回して形成したコイルを
用いることができる。コイルシース６６は、可撓性を有するとともに、軸線方向Ｙの圧縮
力に強い。コイルシース６６の内径は、つる巻きバネ３６の内径にほぼ等しい。
【００２９】
　先端部材６７は、ステンレス鋼などで円筒状に形成され、内径はコイルシース６６の内
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径よりも小さい。先端部材６７の外径は、コイルシース６６や押さえ管３１よりも大きい
。先端部材６７の基端部の外周面には、外径が縮径されることで凹部６７ａが形成されて
いる。この凹部６７ａにコイルシース６６の先端を係合させた状態で、先端部材６７とコ
イルシース６６とがレーザー溶接などにより固定されている。
　このように、シース部６１の先端部の内周面には、コイルシース６６に対してコイルシ
ース６６よりも先端側の先端部材６７の内径が縮径されることで、コイルシース６６と先
端部材６７との接続部分に段部６８が形成されている。先端部材６７の内径は、後述する
ようにクリップ１０が係止状態になったときに、先端部材６７が第一被係止部１６、１７
、第二被係止部２１、２２とかみ合うことが無い程度に大きく形成されている。
【００３０】
（構成：処置具本体４０の先端部材６７）
　先端部材６７の先端部の内周面には、凹部が全周にわたり形成されていて、この凹部よ
りも先端側が支持部材６９である。この例では、支持部材６９は円筒状に形成されている
。支持部材６９の内径は、押さえ管３１の外径よりもわずかに大きく、押さえ管３１の基
端を受容可能である。支持部材６９の内周面の凹部において、前方を向く面が、先端支持
面（先端面）６７ｂとなる。先端支持面６７ｂは、押さえ管３１の基端面に当接可能であ
る。シース部６１の先端側にクリップ１０が配置される。支持部材６９は、先端支持面６
７ｂに当接した押さえ管３１の外周面を支持することができる。
　これらの構成により、支持部材６９に対するクリップ１０のぐらつきを極力小さく抑え
ることができるようになり、支持部材６９に対するクリップ１０のある程度の傾きも許容
できるようになる。このため、内視鏡チャンネルなどの屈曲形状に対してもスムーズに内
視鏡処置具１を挿入することができる。
【００３１】
（構成：処置具本体４０の操作ワイヤ６２）
　操作ワイヤ６２は、金属製の単線や縒り線で形成されている。操作ワイヤ６２の先端部
には、拡径部７２を介してループ部７３が設けられている。操作ワイヤ６２およびループ
部７３で、線状部材７４（図１参照）を構成する。
　拡径部７２は、金属などで円筒状に形成されている。拡径部７２の外径は、コイルシー
ス６６の内径よりも小さく、先端部材６７の内径よりも大きい。段部６８に拡径部７２の
先端面が当接することで、シース部６１に対するループ部７３の突出量が長さＬ２（図２
４参照）に規制される。この長さＬ２は、先端部材６７により許容されるループ部７３の
最大突出量となる。
　ループ部７３は、ワイヤ７３ａを折り返すことにより形成されている。折り返し部が先
端側になるように折り返されたワイヤ７３ａの両端部は、拡径部７２にロウ付けや抵抗溶
接などにより固定されている。
【００３２】
（構成：処置具本体４０の連結部材６３）
　連結部材６３は、連結部本体７６の先端部にフック部７７を有するとともに、連結部本
体７６の基端部に貫通孔７６ａが形成されて構成されている。連結部本体７６におけるフ
ック部７７に対向する面には、傾斜面７６ｂが形成されている。
　連結部材６３は、貫通孔７６ａにループ部７３のワイヤ７３ａの折り返し部を挿通させ
ることで、ループ部７３に対して対向方向Ｘに平行な軸を中心に回動可能（図２の矢印Ｄ
方向に回動可能）に接続されている。
　連結部材６３の幅（フック部７７が先端側になるように配置したときの連結部本体７６
の中心軸線Ｃ１に直交する方向の外径。）は、つる巻きバネ３６の内径、コイルシース６
６の内径、および先端部材６７の内径よりもわずかに小さい。すなわち、連結部材６３は
、押さえ管３１内およびシース部６１内では、フック部７７が先端側になるように配置さ
れた状態からループ部７３に対して回動できない。言い換えれば、押さえ管３１やシース
部６１により、クリップ本体１１とフック部７７との径方向の相対移動が規制される。
【００３３】
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　ここで言う「ループ部７３に対して連結部材６３が回動できない」とは、後述するよう
に、フック部７７と中央部１４との係合が解除されるまでループ部７３に対して連結部材
６３が回動することができないことを意味する。したがって、「ループ部７３に対して連
結部材６３が回動できない」とは、文字通りにループ部７３に対して連結部材６３がわず
かな角度でも回動できないことを意味するのではない。
　連結部材６３のフック部７７と傾斜面７６ｂとの間に中央部１４を配置することで、フ
ック部７７は中央部１４に係合することができる。ループ部７３に対してフック部７７が
方向Ｄ（図２参照）に回動したときに、フック部７７と中央部１４との係合が解除される
。このように、連結部材６３はクリップ本体１１に対し着脱可能に連結される。連結部材
６３は、押さえ管３１内に位置している。
【００３４】
（構成：処置具本体４０の操作部１００）
　操作部１００は、図１に示すように、操作部本体１０１と、スライダ１０２と、破断機
構６４とを有している。操作部本体１０１は、コイルシース６６の基端部に取付けられて
いる。スライダ１０２は、操作部本体１０１に外嵌して操作部本体１０１に対して軸線方
向Ｙにスライド可能に設けられている。破断機構６４は、操作ワイヤ６２の基端部および
スライダ１０２に接続されている。
　操作部本体１０１は、軸線方向Ｙに延びる棒状に形成され、基端部に指掛け部１０１ａ
が設けられている。指掛け部１０１ａの基端側には、操作部１００を両手でも握りやすい
ように平面部１０１ｃが設けられている（図４参照）。操作部本体１０１には、軸線方向
Ｙに延びるスリット１０１ｂが形成されている。
【００３５】
　スライダ１０２は、円筒状に形成されている。スライダ１０２の外周面には、全周にわ
たり凹部１０２ａが形成されている。スライダ１０２には一対の鍔部１０２ｂ、１０２ｃ
が、軸線方向Ｙにおいて、一対の鍔部１０２ｂ、１０２ｃの間に凹部１０２ａが位置する
ように形成されている。一対の鍔部１０２ｂ、１０２ｃは、軸線方向Ｙに見たときに楕円
形状を有する（図４および図８参照）。これにより、スライダ１０２が握りやすくなり、
内視鏡処置具１の操作部１００を梱包するときに省スペース化が図れる。図５に示すよう
に、スライダ１０２の筒孔１０２ｄには、直交方向Ｚに延びる溝１０２ｅが形成されてい
る。
　スライダ１０２が操作部本体１０１のスリット１０１ｂに係合することで、操作部本体
１０１に対するスライダ１０２の軸線方向Ｙの移動範囲が規制されている。
【００３６】
（構成：処置具本体４０の破断機構６４）
　破断機構６４は、図４および図５に示すように、スライダ１０２の筒孔１０２ｄ内に配
置されている。言い換えれば、破断機構６４は操作部１００に内蔵されている。
　破断機構６４は、図９および図１０に示すように、第一支持部材８０と、第二支持部材
８１と、破断予定部材８２と、弾性部材８３とを有している。第一支持部材８０は、操作
ワイヤ６２の基端部に接続されている。第二支持部材８１は、第一支持部材８０の基端側
に配されている。破断予定部材８２及び弾性部材８３は、第一支持部材８０と第二支持部
材８１とに接続されている。
　この例では、破断機構６４は、第一支持部材８０、第二支持部材８１および弾性部材８
３をそれぞれ一対備えている。一対の第一支持部材８０、一対の第二支持部材８１および
一対の弾性部材８３は、図９に示す平面視において軸線Ｃ１に対して線対称となるように
配置されている。
【００３７】
　第一支持部材８０は、図９および図１０に示すように、支持部本体８５と、壁部８６と
を有している。支持部本体８５は、軸線方向Ｙに延びる板状に形成されている。壁部８６
は、支持部本体８５の先端部から直交方向Ｚであって軸線Ｃ１から離間する方向に立設さ
れている。支持部本体８５における軸線Ｃ１側の面の先端部には、直交方向Ｚに延びる溝
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８５ａが形成されている。支持部本体８５における軸線Ｃ１側の面の基端部には、収容部
８５ｂが形成されている。第一支持部材８０は、樹脂などの材料により形成されている。
　ワイヤ固定部６２ａは、操作ワイヤ６２の基端部に固定され、操作ワイヤ６２よりも大
きな径を有する。ワイヤ固定部６２ａは、操作ワイヤ６２と一体的に形成されており、各
第一支持部材８０の溝８５ａに両側から挟まれるように係合している。これにより、操作
ワイヤ６２の基端部に各第一支持部材８０が接続されている。
【００３８】
（構成：処置具本体４０の第二支持部材８１）
　第二支持部材８１は、第一支持部材８０に対して軸線方向Ｙに直交する面において対向
するように配置されている。具体的には、第二支持部材８１は、支持部本体８７と、壁部
８８とを有している。支持部本体８７は、軸線方向Ｙに延びる板状に形成されている。壁
部８８は、支持部本体８７の基端部から直交方向Ｚであって軸線Ｃ１から離間する方向に
立設されている。支持部本体８７における軸線Ｃ１側の面の先端部には、収容部８７ａが
形成されている。壁部８８が立設される立設方向（軸線Ｃ１から離間する方向）の先端面
には、突起８８ｂが形成されている。突起８８ｂは、スライダ１０２の溝１０２ｅに係合
する。壁部８６の基端面８６ａと壁部８８の先端面８８ａとは、軸線方向Ｙに対向してい
る。
【００３９】
（構成：処置具本体４０の破断予定部材８２）
　破断予定部材８２は、ステンレス鋼などの金属で板状に形成されている。破断予定部材
８２は、第一端部８９と第二端部９０と中央破断部９１とを有する。第一端部８９は、第
一支持部材８０の支持部本体８５に接続される。第二端部９０は、第二支持部材８１の支
持部本体８７に接続される。中央破断部９１は、第一端部８９と第二端部９０との間に配
置される。破断予定部材８２は、第一端部８９の幅および第二端部９０の幅よりも中央破
断部９１の幅が狭くなるように構成されている。
【００４０】
　第一端部８９には透孔８９ａが形成されている。支持部本体８５の収容部８５ｂに設け
られたピン９２を透孔８９ａに挿通させることで、第一支持部材８０に第一端部８９が接
続されている。第二端部９０には透孔９０ａが形成されている。支持部本体８７の収容部
８７ａに設けられたピン９３を透孔９０ａに挿通させることで、第二支持部材８１に第二
端部９０が接続されている。ピン９２と透孔８９ａとの間、およびピン９３と透孔９０ａ
との間には隙間が形成されている。破断予定部材８２を介して第一支持部材８０と第二支
持部材８１とが接続された状態であっても、支持部本体８７の先端面で支持部本体８５の
基端面を先端側に押出すことができる。このため、後述するスライダ１０２により操作ワ
イヤ６２を押込む操作によって破断予定部材８２に荷重が作用するのを抑えることができ
る。この結果、破断予定部材８２において、加工硬化や脆性破壊が生じて、破断予定部材
８２が破断する引張強度が変化するのを抑制することができる。
　軸線方向Ｙに引っ張る力に対する引張強度は、第一端部８９および第二端部９０よりも
中央破断部９１の方が低い。破断予定部材８２は、金属板をプレス加工することなどで一
体に形成することができる。
【００４１】
（構成：処置具本体４０の破断予定部材８２の強度）
　破断予定部材８２は、第一支持部材８０および第二支持部材８１よりも中央破断部９１
が脆弱である。破断予定部材８２は、軸線方向Ｙにおいて低い引張強度で破断する。破断
予定部材８２が破断する引張強度は、押さえ管３１に収容されたクリップ本体１１を押さ
え管３１に対して基端側に移動させ係止状態とするために必要な力よりも高い（大きい）
。また、破断予定部材８２が破断する引張強度は、クリップ本体１１、連結部材６３、ル
ープ部７３、拡径部７２、および操作ワイヤ６２の引張強度よりも低い。加えて、破断予
定部材８２が破断する引張強度は、クリップ本体１１と連結部材６３、連結部材６３とル
ープ部７３、ループ部７３と拡径部７２、拡径部７２と操作ワイヤ６２のそれぞれの接続
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強度よりも低い。
【００４２】
　破断予定部材８２が破断する引張強度を、具体的な数値で説明する。後述するようにク
リップ１０を乗越え状態にするのに必要な力量（力）Ｆ１が２０～５０Ｎ程度である場合
には、挿入部６０内での摩擦力などを考慮して、破断予定部材８２が破断する引張強度を
１００Ｎ程度に設定する。
【００４３】
（構成：処置具本体４０の弾性部材８３）
　本実施形態では、弾性部材８３は、つる巻きバネで構成されている。弾性部材８３の端
部は、壁部８６の基端面８６ａと壁部８８の先端面８８ａとにそれぞれ接続されている。
弾性部材８３は、破断予定部材８２が破断する引張強度で軸線方向Ｙに引っ張られたとき
にも、塑性変形することなく弾性変形する。
　これら支持部材８０、８１は、スライダ１０２の筒孔１０２ｄ内に配置されていること
で、支持部材８０、８１がスライダ１０２に対して軸線方向Ｙのみに移動するように規制
されている。
　スライダ１０２の溝１０２ｅに第二支持部材８１の突起８８ｂが係合することで、スラ
イダ１０２に第二支持部材８１が接続され、第二支持部材８１はスライダ１０２と一体と
なって操作部本体１０１に対して軸線方向Ｙにスライドする。第一支持部材８０は、破断
予定部材８２および弾性部材８３を介して第二支持部材８１に接続されている。
【００４４】
（処置具本体４０の動作）
　次に、処置具本体４０の動作について説明する。
　以上の構成により、第一支持部材８０、第二支持部材８１、破断予定部材８２は基端側
に一体的に移動できる。すなわち、第二支持部材８１を基端側に引くと、破断予定部材８
２は基端側に移動し、これに伴い第一支持部材８０が基端側に移動する。
　第一支持部材８０は操作ワイヤ６２に接続されているため、第二支持部材８１を基端側
に引くと、操作ワイヤ６２を基端側に引くことができる。よって、第二支持部材８１を基
端側に引くことでクリップ本体１１を押さえ管３１に対して引戻し、順次クリップ１０を
閉じ、最終的に係止部３２と第一被係止部１６、１７、第二被係止部２１、２２との係止
をさせることができる。
　第二支持部材８１を先端側に移動させるように操作すると、第二支持部材８１の支持部
本体８７の先端面は、第一支持部材８０の支持部本体８５の基端面に当接する。これによ
り、第二支持部材８１を先端側に操作すると、第一支持部材８０が先端側に移動し、操作
ワイヤ６２を先端側に移動させることができる。
【００４５】
　第一支持部材８０および第二支持部材８１のピン９２、９３の外径は、破断予定部材８
２の透孔８９ａ、９０ａの内径よりもやや小さい。そのため、ピン９２、９３の外径と、
透孔８９ａ、９０ａの内径との間に隙間が形成される。一方、第一支持部材８０と第二支
持部材８１との間に設けられた隙間は上記隙間よりも小さくなるように構成されている。
従って、第二支持部材８１を先端側に移動させても、破断予定部材８２は直ちに先端側に
移動せず、破断予定部材８２には軸線方向Ｙの圧縮力が生じないように構成されている。
よって、破断予定部材８２が変形することによる加工硬化など、破断力量が変化するよう
な破断予定部材８２の変形は生じない。
　以上のような構成により、第二支持部材８１を先端側に移動すると、クリップ本体１１
を押さえ管３１に対して先端側に移動させることができる。スライダ１０２を操作部本体
１０１に対して軸線方向Ｙにスライドさせることで、操作ワイヤ６２を軸線方向Ｙに進退
操作することができる。
【００４６】
（作用：初期状態）
　次に、以上のように構成された内視鏡処置具１のクリップ１０で標的組織を結紮する手
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技について説明する。
　術者である使用者に内視鏡処置具１が提供されるときには、図１１に示すように、処置
具本体４０に取付けられた状態のクリップ１０を覆うように挿入部６０に対して外套管５
０が押込まれている。初期状態のクリップ１０のつる巻きバネ３６は自然状態よりもわず
かに軸線方向Ｙに圧縮されている。このため、先端支持面６７ｂに押さえ管３１の基端面
が当接している。段部６８に拡径部７２の先端面が当接していて、先端部材６７に対して
ループ部７３は最大突出量まで突出している。
　連結部材６３は押さえ管３１内に配置されているため、ループ部７３に対して連結部材
６３が回動できず、フック部７７と中央部１４との係合は保持される。このとき、破断機
構６４の破断予定部材８２は破断していない。
【００４７】
　内視鏡処置具１の使用時は、患者の体内に、不図示の内視鏡の内視鏡挿入部を挿入して
おく。内視鏡のチャンネルの基端部から内視鏡処置具１の外套管５０を挿入し、内視鏡の
チャンネルの先端部から外套管５０を突出させる。挿入部６０に対して外套管５０を引戻
すことで、図１に示すように外套管５０の先端側からクリップ１０を突出させる。これに
より、クリップ１０の腕部１２、１３が図１に示す開状態になる。
　図１２は、内視鏡処置具におけるスライダを引戻す移動量に対するスライダを引戻す為
に必要な力量を表す模式図である。図１に示す初期状態から操作部本体１０１に対してス
ライダ１０２を基端側に移動させる（引戻す）。クリップ１０は、この移動にしたがって
、図１２に示すようにスライダ１０２を引戻す為に必要な力量が変化するように構成され
ている。図１２には、クリップ１０の初期状態などの各種状態におけるスライダを引戻す
為に必要な力量の相対変化も併せて示している。
　そして、スライダ１０２を引戻す動作にしたがって、クリップ１０は、初期状態から、
接触状態、乗越え状態、係止状態と状態が変化する。この力量の変化、およびクリップ１
０の状態の変化の詳細については、これから詳しく述べる。
【００４８】
　なお、初期状態において、例えば、誤って操作部本体１０１に対してスライダ１０２を
先端側に移動させた（押込んだ）としても、段部６８に拡径部７２が当接する。このため
、先端支持面６７ｂに押さえ管３１の基端面が当接し、少なくとも支持部材６９の長手方
向の深さを超えて、押さえ管３１と先端支持面６７ｂとが互いに離間することはない。
　次に、内視鏡で体内を観察しながら、内視鏡挿入部に設けられた湾曲部を湾曲操作する
ことなどにより、体内の標的組織Ｔにクリップ１０を対向させる。内視鏡に対して内視鏡
処置具１を押込むことにより、標的組織Ｔに腕部１２、１３を押付ける。
【００４９】
　使用者は操作部１００を把持してスライダ１０２を引戻すと、第一腕部１２及び第二腕
部１３が押さえ管３１の先端部の内周面に付勢される。この結果第一腕部１２が第二腕部
１３側に、第二腕部１３が第一腕部１２側にそれぞれ弾性的に変形し、第一腕部１２の先
端部と第二腕部１３の先端部とが接近する（腕部１２、１３が閉じる。）。つる巻きバネ
３６は、軸線方向Ｙに圧縮されていく。
　なお、スライダ１０２を引戻す力量は、第二支持部材８１を介して破断予定部材８２に
伝えられる。ピン９２と透孔８９ａとの間、およびピン９３と透孔９０ａとの間には小さ
い隙間があるだけなので、スライダ１０２を引戻す力量は弾性部材８３でなく破断予定部
材８２で受ける。
【００５０】
（作用：初期状態から接触状態）
　スライダ１０２をさらに引戻すと、図７、１３および１４に示すように、押さえ管３１
の係止部３２に第一被係止部１６、１７、第二被係止部２１、２２が接触した接触状態に
なる。このとき、図７に示すように、押さえ管３１の縁部３２ａにおける位置Ｐ１に第一
被係止部１６が接触し、位置Ｐ２に第一被係止部１７が接触する。
　初期状態から接触状態までに相当する図１２に示す領域Ｒ１では、スライダ１０２が引
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戻されるのにしたがってスライダ１０２を引戻す為に必要な力量が増加する。クリップ１
０は、開状態から閉状態に変わる。連結部材６３は押さえ管３１内またはシース部６１内
に配置されているため、ループ部７３に対して連結部材６３が回動できず、フック部７７
と中央部１４との係合は保持される。破断機構６４の破断予定部材８２は破断していない
ので、スライダ１０２を引戻す力量は破断予定部材８２を介して操作ワイヤ６２に伝えら
れる。
　なお、スライダ１０２を押込んだときには、破断機構６４の支持部本体８７の先端面で
支持部本体８５の基端面を先端側に押出すことで、スライダ１０２を押込む力量が操作ワ
イヤ６２に伝えられる。
【００５１】
（作用：接触状態から乗越え状態）
　第一被係止部１６、１７の基端面１６ａ、１７ａは前述のように傾斜しており、縁部３
２ａは円形形状である。このため、スライダ１０２をさらに引戻すと、図１７に示す軸線
方向Ｙに見たときに、第一被係止部１６は係止部３２の縁部３２ａに接触する位置Ｐ１に
おいて縁部３２ａの接線θに直交する法線Ｎに平行に、縁部３２ａから垂直抗力を受ける
。この垂直抗力により、第一腕部１２の第一被係止部１６は、第二腕部１３に近づくよう
に対向方向Ｘに移動する。
【００５２】
　さらに引戻す操作を続けると、図１５から図１７に示すように、第一被係止部１６、１
７は係止部３２と点接触しながら、第一被係止部１６が接触する係止部３２の縁部３２ａ
が位置Ｐ１から位置Ｐ３に移動する。これと同時に第一被係止部１７が接触する係止部３
２の縁部３２ａが位置Ｐ２から位置Ｐ４に移動する。なお、図１５から図１７においては
、第一被係止部１６の基端面１６ａの先端部と、第一被係止部１７の基端面１７ａの先端
部とが係止部３２の縁部３２ａに接触した乗越え状態を示している。
　同様に、第二腕部１３は係止部３２の縁部３２ａから垂直抗力を受け、第一腕部１２に
近づくように対向方向Ｘに移動する。このとき、中央部１４は、自身の両端部が軸線Ｃ１
側に移動するように弾性的に変形する。
　なお、初期状態において操作ワイヤ６２をシース部６１に対して回転させることで、ク
リップ１０の向きを調節することができる。その際に、押さえ管３１に対してクリップ本
体１１が軸線Ｃ１周りに回動することが考えられる。しかし、係止部３２の縁部３２ａは
押さえ管３１と同軸の円形状に形成されているため、係止部３２と第一被係止部１６、１
７、第二被係止部２１、２２とによる係止が良好に保たれる。
【００５３】
　接触状態から乗越え状態までに相当する図１２に示す領域Ｒ２では、前述の領域Ｒ１に
比べてスライダ１０２を引戻す単位移動量当たりのスライダ１０２を引戻す為に必要な力
量の増加率が大きくなる。言い換えれば、領域Ｒ１では比較的勾配の緩やかな力量特性の
変化を示すのに対し、係止部３２に第一被係止部１６、１７、第二被係止部２１、２２が
接触した領域Ｒ２では比較的勾配の急激な力量特性の変化を示す。
　すなわち、スライダ１０２を引戻す使用者にとっては、領域Ｒ２は領域Ｒ１に比べてス
ライダ１０２を引戻すとスライダ１０２が急激に重く感じられる。これにより、使用者は
現在スライダ１０２を引戻している状態が領域Ｒ１なのか領域Ｒ２なのか、言い換えれば
接触状態を越えて引戻しているのか否かを容易に認識することができる。
【００５４】
　領域Ｒ２では、クリップ１０は閉状態を維持している。連結部材６３はシース部６１内
に配置されているため、フック部７７と中央部１４との係合は保持される。破断機構６４
の破断予定部材８２は破断していない。図１２に示すクリップ１０を乗越え状態にするの
に必要な力量Ｆ１は、例えば、２０～５０Ｎ（ニュートン）程度である。
　図１７に示すように、乗越え状態において、縁部３２ａの位置Ｐ３と位置Ｐ４との距離
は、前述の第一被係止部１６、１７の長さＬ１に等しくなる。
【００５５】
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（作用：掴み直し）
　なお、クリップ１０は弾性変形する。このため、クリップ１０が領域Ｒ１および領域Ｒ
２内のいずれかの状態にあるときにスライダ１０２を押込むと、圧縮されていたつる巻き
バネ３６が伸びる。先端支持面６７ｂに押さえ管３１が当接した状態で押さえ管３１に対
してクリップ本体１１が先端側に移動し、クリップ１０が図１に示す初期状態となる。湾
曲部を湾曲操作することなどにより、他の標的組織Ｔにクリップ１０を対向させる。これ
以降は前述の手順を行うことで、標的組織Ｔをクリップ１０で掴み直すことができる。
【００５６】
（作用：乗越え状態から係止状態）
　スライダ１０２を乗越え状態からさらに引戻すと、押さえ管３１に対する第一腕部１２
および第二腕部１３の対向方向Ｘおよび直交方向Ｚの位置を維持した状態で、係止部３２
内を第一被係止部１６、１７が設けられた第一腕部１２、および第二被係止部２１、２２
が設けられた第二腕部１３が挿通する。そして、第一被係止部１６、１７、第二被係止部
２１、２２が係止部３２を超えて基端側に移動する。
　このとき、腕部１２、１３および中央部１４は係止部３２からの付勢を受けない。この
ため、中央部１４の弾性力により、図１８から図２０に示すように、第一腕部１２の基端
側および第二腕部１３の基端側が互いに離間するように対向方向Ｘに移動する。ここで、
クリップ本体１１を押さえ管３１の基端側に移動させようとする力を解除すると、第一被
係止部１６、１７の先端面１６ｂ、１７ｂが、係止部３２の基端面３２ｂに対して先端側
に係止される係止状態になる。
【００５７】
　乗越え状態から係止状態までに相当する図１２に示す領域Ｒ３では、腕部１２、１３お
よび中央部１４の弾性的な変形の一部が解除される。これにより、スライダ１０２が引戻
されるのにしたがってスライダ１０２を引戻す為に必要な力量が次第に減少する。領域Ｒ
３では、クリップ１０は閉状態が保たれる。連結部材６３はシース部６１内に配置されて
いるため、フック部７７と中央部１４との係合は保持される。破断機構６４の破断予定部
材８２は破断していない。
　クリップ１０が係止状態になると、図１８および図１９に示すように、軸線方向Ｙに圧
縮されたつる巻きバネ３６の素線３６ａは、軸線方向Ｙに隣り合う素線３６ａ同士がほぼ
密着した密巻き状態になる。クリップ１０が係止状態になると、第一被係止部１６、１７
の先端面１６ｂ、１７ｂが係止部３２の基端面３２ｂに係止するため、押さえ管３１に対
するクリップ本体１１の先端側への移動が規制される。すなわち、クリップ１０は標的組
織Ｔを結紮した状態が維持され、腕部１２、１３が開状態になる初期状態に戻れなくなる
。クリップ１０は、腕部１２、１３が閉状態で固定される。押さえ管３１よりも基端側に
中央部１４が突出する。
【００５８】
　第一被係止部１６、１７、第二被係止部２１、２２が係止部３２を超えて基端側に移動
する際に、第一被係止部１６、１７、第二被係止部２１、２２が係止部３２を削る、もし
くは係止部３２を変形させることで係止部３２を乗り越えるようにしてもよい。このよう
な場合には、係止部３２の過剰な破壊を防ぐために、第一被係止部１６、１７、第二被係
止部２１、２２の係止部３２と当接する部分に面取り加工などを施しておくのが好ましい
。
【００５９】
（作用：破断状態の直前）
　つる巻きバネ３６が密巻き状態であるため、スライダ１０２をさらに引戻しても、押さ
え管３１に対してクリップ本体１１が基端側に移動できない。クリップ１０は、係止状態
が保たれて変化はない。ただし、スライダ１０２を引戻すことで、破断予定部材８２や操
作ワイヤ６２などに作用する張力が徐々に増加する。図１２に示す領域Ｒ４は、係止状態
から後述する破断機構６４の破断状態の手前までに相当する図１２に示す領域Ｒ４では、
クリップ１０は閉状態が保たれる。連結部材６３はシース部６１内に配置されているため
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、フック部７７と中央部１４との係合は保持される。破断機構６４の破断予定部材８２は
破断していない。
【００６０】
（作用：破断状態）
　スライダ１０２をさらに引戻してスライダ１０２の操作力量が所定以上に達し、破断予
定部材８２に作用する張力が、破断予定部材８２が破断する引張強度を超える。このとき
、図２１および図２２に示すように、破断機構６４における破断予定部材８２の中央破断
部９１が破断し、中央破断部９１が破断片９１ａと、破断片９１ｂとに分離する。これに
より、破断機構６４は破断予定部材８２が破断した破断状態となる。
　破断した衝撃で破断片９１ａおよび第一支持部材８０は先端側にそれぞれ飛び出そうと
する。しかし、第一支持部材８０と第二支持部材８１とが弾性部材８３により接続されて
いることにより、先端側への移動は規制される。支持部材６９からクリップ１０が外れる
ことはない。破断予定部材８２の破断後は、弾性部材８３により第一支持部材８０と第二
支持部材８１との連結状態が維持される。
【００６１】
　中央破断部９１が破断した衝撃は、操作部１００を把持する使用者に伝達される。すな
わち、破断機構６４は、破断予定部材８２の破断によって、クリップ１０が閉状態で固定
されたことを使用者に認識させる。破断機構６４が操作部１００に設けられることで、使
用者はより確実にこの衝撃を認識することができる。
　使用者は、伝達された衝撃を認識することにより、クリップ１０が係止状態になり標的
組織Ｔが結紮された状態が保持されていることが分かる。スライダ１０２をさらに引戻し
て操作部本体１０１のスリット１０１ｂの基端部にスライダ１０２を当接させることでも
、使用者はクリップ１０が係止状態になったことを認識することができる。
【００６２】
　第一支持部材８０と第二支持部材８１とが弾性部材８３で接続されているため、スライ
ダ１０２をさらに引戻すと、弾性部材８３が伸びる。クリップ１０は係止状態であるため
、操作ワイヤ６２が基端側に移動することはない。
　図１２に示す領域Ｒ５は、破断状態、および破断状態よりもスライダ１０２を引戻した
状態を含む。図１２に示す領域Ｒ５では、破断予定部材８２が破断した後で弾性部材８３
が伸びることで、スライダ１０２が引戻されるのにしたがってスライダ１０２を引戻す為
に必要な力量が一時的に減少した後で増加していく。領域Ｒ５では、クリップ１０は閉状
態が保たれる。連結部材６３はシース部６１内に配置されているため、フック部７７と中
央部１４との係合は保持される。破断機構６４の破断予定部材８２は破断している。
【００６３】
（作用：クリップ１０の分離）
　この後で、処置具本体４０からクリップ１０を分離する。
　クリップ１０を処置具本体４０から分離する手順は、具体的には以下のようになる。ス
ライダ１０２を押込むと、図２３に示すように、第一支持部材８０の基端面が第二支持部
材８１の先端面に押出され、操作ワイヤ６２がコイルシース６６に対して先端側に移動す
る。図２４に示すように、段部６８に拡径部７２の先端面が当接し、先端部材６７に対し
てループ部７３が最大突出量である長さＬ２まで突出する。
【００６４】
　先端部材６７よりも先端側に連結部材６３が突出すると、クリップ本体１１と押さえ管
３１は一体的に先端側に移動する。連結部材６３は押さえ管３１外に位置するため、ルー
プ部７３に対して連結部材６３が回動できるようになる。スライダ１０２を押込み、操作
ワイヤ６２を先端側に移動させると、標的組織Ｔを結紮しているクリップ１０の中央部１
４の基端面に連結部材６３の傾斜面７６ｂが接触する。図２５に示すように、傾斜面７６
ｂに案内されて連結部本体７６とともにフック部７７が方向Ｄに回動し、フック部７７と
中央部１４との係合が解除される。これにより、標的組織Ｔを結紮したクリップ１０が体
内に留置される。
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　すなわち、領域Ｒ５の状態からスライダ１０２を押込んで図２４に示すように先端部材
６７よりも先端側に連結部材６３を突出させた状態では、クリップ１０は閉状態が保たれ
る。フック部７７と中央部１４との係合は解除可能となる。破断機構６４の破断予定部材
８２は破断している。
【００６５】
（作用：手技の最後の処置）
　スライダ１０２を引戻してシース部６１内に連結部材６３を収容する。
　内視鏡のチャンネルから内視鏡処置具１を引抜いて取出す。患者の体内から内視鏡の内
視鏡挿入部を取出す。この後で必要な処置を行い、一連の手技を終了する。
【００６６】
（効果）
　本実施形態に係る内視鏡処置具１によれば、スライダ１０２を操作して破断機構６４を
介して操作ワイヤ６２を引戻すと、押さえ管３１に対してクリップ本体１１が基端側に移
動して押さえ管３１の基端側から中央部１４が突出し、標的組織Ｔを把持した腕部１２、
１３が閉じた状態が保持される。このとき、連結部材６３はシース部６１内に移動する。
　破断機構６４の第二支持部材８１をさらに引戻すと破断予定部８２が破断し、第一支持
部材８０と第二支持部材８１とが分離する。破断予定部８２が破断した衝撃は使用者に伝
達される。このため、使用者はクリップ１０で標的組織Ｔが把持されていることを容易に
認識することができる。
　第二支持部材８１を押込んで第一支持部材８０を介して操作ワイヤ６２を押込むと、標
的組織Ｔを把持した状態のクリップ１０に係合している連結部材６３がシース部６１より
も先端側に移動する。ループ部７３に対して連結部材６３が回動したときに、フック部７
７と中央部１４との係合が解除され、標的組織Ｔを結紮したクリップ１０が体内に留置さ
れる。
【００６７】
　本実施形態に係る内視鏡処置具では、操作ワイヤ６２や支持部材８０、８１でなく破断
予定部８２が破断するように構成されている。このため、材料や寸法による破断力量の管
理を確実に行い、破断予定部８２が破断する引張強度を安定させることができる。
　本実施形態に係る内視鏡処置具では、処置具本体４０の挿入部６０でなく操作部１００
に破断機構６４を設けている。このため、破断予定部８２が破断するときにスライダ１０
２を引戻す力量が、挿入状態などによる力量の変化や変形などの影響を受けるのを抑制す
ることができる。
　本実施形態に係る内視鏡処置具では、スライダ１０２を引戻してクリップ１０を初期状
態から係止状態にした後で、第二支持部材８１を介して破断予定部８２に力を作用させる
。これにより、破断機構６４を操作する操作性を向上させることができる。
　本実施形態では、破断予定部８２は、第一端部８９、第二端部９０および中央破断部９
１を、全体として板状に形成して構成している。このため、金属板をプレス加工すること
などで破断予定部８２を形成することができ、破断予定部８２の製造コストを低減させる
ことができる。
　本実施形態では、第一支持部材８０と第二支持部材８１とが、弾性部材８３により接続
されている。したがって、破断予定部８２が破断した後でも第一支持部材８０と第二支持
部材８１との連結状態が維持される。このため、第二支持部材８１側を操作することで、
弾性部材８３および第一支持部材８０を介して操作ワイヤ６２を容易に操作することがで
きる。
【００６８】
　以上、本発明の一実施形態について図面を参照して詳述したが、具体的な構成はこの実
施形態に限られるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲の構成の変更なども含ま
れる。
　たとえば、上記実施形態では、破断機構６４に弾性部材８３は備えられなくてもよい。
使用者がクリップ１０を分離する予定の位置でスライダ１０２を引戻して、破断予定部８
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２を破断させればよいからである。
　内視鏡処置具１には、外套管５０は備えられなくてもよい。クリップ１０が開状態にな
ったときの外径が小さく、内視鏡のチャンネルに挿入するときなどに外套管５０が無くて
も支障とならない場合があるからである。
　内視鏡処置具１には、操作部１００は備えられなくてもよい。コイルシース６６に対し
て第二支持部材８１を進退させることでも、クリップ１０の操作は可能だからである。
　本実施形態では、シース部６１に段部６８が形成され、線状部材７４に拡径部７２が設
けられるとした。しかし、操作ワイヤ６２に指標が設けられている場合などのように、シ
ース部６１に対する操作ワイヤ６２の挿入量が分かりやすい場合などには、段部６８や拡
径部７２は設けられなくてもよい。
　初期状態においてクリップ１０のつる巻きバネ３６が処置具本体４０により圧縮される
力が大きい場合などには、押さえ管３１が先端部材６７に対してグラつきにくい。このた
め、先端部材６７に支持部６９は備えられなくてもよい。
　本実施形態では、破断機構６４は、第一支持部材８０、第二支持部材８１および弾性部
材８３をそれぞれ一対備えた。しかし、破断機構６４が第一支持部材８０、第二支持部材
８１および弾性部材８３の少なくとも１つを、１つだけ備えるように構成してもよい。
【００６９】
　以上、本発明の各実施形態を説明したが、本発明の技術範囲は上記実施形態に限定され
るものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲において各実施形態における構成要素の
組み合わせを変えたり、各構成要素に種々の変更を加えたり、削除したりすることが可能
である。本発明は前述した説明によって限定されることはなく、添付のクレームの範囲に
よってのみ限定される。
【産業上の利用可能性】
【００７０】
　上記内視鏡処置具によれば、クリップで標的組織が把持されていることを使用者が容易
に認識することができ、容易に操作可能な内視鏡処置具を提供することができる。
【符号の説明】
【００７１】
１　内視鏡処置具
１０　クリップユニット
１１　クリップ本体
１２　第一腕部
１３　第二腕部
１６，１７　第一被係止部（被係止部）
３１　押さえ管
３２　係止部
６１　シース部
６３　操作ワイヤ（線状部材）
６４　破断機構
８０　第一支持部材
８１　第二支持部材
８２　破断予定部材
１０２　スライダ
９１　中央破断部
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